
【判例ＩＤ】 ２７８１３１０６

【要旨】 1.市に対する過払の固定資産税を不当課税されたとして求める、損害賠償請求権

の消滅時効には、民法７２４条が適用されるとされた事例。

2.小規模住宅用地の特例を適用しないでなされた賦課決定による固定資産税の過

払分について、損害賠償請求を認容するに当り、民法７２４条が適用され、地

方自治法２３６条は適用されない。

3.地方税法３４９条の３の２による減税の要件が備ったものについて、その適用

をしないでされた課税処分が争いえなくなった後でも、その違法を主張して国

家賠償法による損害賠償を求めることは許される。

4.減税の特例を適用しないで違法に過大な固定資産税を課税されたことを理由

に、県に請求する損害賠償請求権の消滅時効には、民法７２４条が適用される

とされた事例。

5.地方税法３４９条の３の２による減税の要件が備ったものについて、その適用

をしないでされた課税処分は、違法であるが無効ではない。

6.地方税法３４９条の３の２による減税の要件が備ったものについて、その適用

をしないでされた課税処分が争いえなくなった後でも、その違法を主張して国

家賠償法による損害賠償を求めることは許される。

7.固定資産税の過払分について不当課税されたことに対する損害賠償請求権の消

滅時効につき、国家賠償法４条には、民法の規定による旨の定めがあり、地方

自治法第２３６条の規定の適用はないとして、民法７２４条を適用した事例。

【裁判年月日等】 平成４年２月２４日／浦和地方裁判所／民事第４部／判決／平成２年（ワ）１７

０号

【事件名】 不当利得返還請求事件

【裁判結果】 認容

【上訴等】 確定

【裁判官】 大塚一郎　小林敬子　佐久間健吉

【参照法令】 国家賠償法　４条／ 地方税法　３４９条の３の２／ 民法　７２４条／ 地方自

治法　２３６条

【出典】 判例時報１４２９号１０５頁

判例タイムズ８０３号７６頁

判例地方自治９８号３０頁

【判例評釈】 江原勲・税４７巻７号６２～６９頁１９９２年７月

山代義雄・判例地方自治１００号１０９～１１１頁１９９２年１１月

伴義聖、大塚康男・判例地方自治１０３号１３～１６頁１９９３年２月

【重要度】 ２

■27813106

　原告　鈴木恵
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　同　高田誠一

　同　若山隆二

　同　吉田喜平次

　同　伊藤武美

　同　長谷部信正

　同　猪瀬利助

　同　猪瀬時子

　同　株式会社長田

　右代表者代表取締役　長田義弘

　同　遠藤則男

　同　小幡年長

　同　熊谷貞夫

　同　笠原靖弘

　右一三名訴訟代理人弁護士　今井重男

　同訴訟復代理人弁護士　湯川二朗

　被告　八潮市

　右代表者市長　藤波彰

　右訴訟代理人弁護士　小倉正昭

　右指定代理人　飯塚嘉平

　同　深井章

　同　宇田川秀夫

　　　主　　文

　一　被告は、原告鈴木恵に対し二〇万五四六〇円、同高田誠一に対し一一万二九三〇円、同若山隆

二に対し一一万七三三〇円、同吉田喜平次に対し一〇万一〇四〇円、同伊藤武美に対し四万一九六〇

円、同長谷部信正に対し五万〇二五〇円、同猪瀬利助に対し三万六五四〇円、同猪瀬時子に対し八万

七五九〇円、同株式会社長田に対し三九二万四五三〇円、同遠藤則男に対し一万八四〇〇円及び右各

金員に対する昭和六三年三月一七日から、原告小幡年長に対し五一万八六八〇円、同熊谷貞夫に対し

一〇万一九九〇円及び右各金員に対する同年五月三一日から、原告笠原靖弘に対し一三万一六二〇円

及びこれに対する同年一〇月四日から、各支払済みまで年五分の割合による金員を支払え。

　二　訴訟費用は被告の負担とする。

　三　この判決は仮に執行することができる。

　　　事　　実

第一　当事者の求める裁判

　一　請求の趣旨

　主文と同旨。

　二　請求の趣旨に対する答弁
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　　１　原告らの請求をいずれも棄却する。

　　２　訴訟費用は原告らの負担とする。

第二　当事者の主張

　一　請求原因

　　１　被告は埼玉県に包括される普通地方公共団体であり、原告らは別紙記載のとおりそれぞれ被

告が存立基盤とする地域内に土地を所有し、これにつき固定資産税の納税義務を負っている者であ

る。

　　２　固定資産税については、昭和四八年法律第二三号による地方税法の改正により住宅用地に対

する固定資産税の軽減特例制度（以下「減税特例」という。）が新設され、施行された（同法第三四

九条の三の二第一項）。これは、住宅用地のうちその上に存する家屋の床面積の一〇倍以下のものに

ついては、その土地に対して課する固定資産税の課税標準は、同法第三四九条の規定によりその土地

にかかる固定資産税の課題標準となるべき価格の二分の一の額とするというものであり、したがっ

て、これにより税額も減額されることとなる。そして、右減税特例については、さらに、昭和四九年

法律第一九号により同法第三四九条の三の二に第二項が追加され、住宅用地のうち二〇〇平方メート

ル以下のもの、若しくは二〇〇平方メートルを超えるもので、その上に二戸以上の家屋がある場合に

は、そのうち家屋一戸当り二〇〇平方メートルまでの部分については、右課税標準は、右課税標準と

なるべき価格の四分の一の額とするとされた。原告ら所有の別紙記載の当該各土地はいずれもこの減

税特例が適用されるものであったが、被告の執行機関である市長は右各土地について減税特例を適用

しないで固定資産税の賦課決定をし、原告らはそれぞれこれに従って納税した。その結果、原告ら

は、昭和四八年度から同五七年度までの間に、別紙記載の当該各「過払税額」のとおり減税特例が適

用された場合よりも多い額の納税をしたわけである。

　　３　右のような事態が生じたのは、市長が、前記法条の解釈、適用を誤り、若しくは右各土地に

ついての事実調査を怠ったためである。すなわち、被告においては、減税特例の施行に伴い、税条例

を改正して住宅用地の所有者に対し一定事項の申告を義務付け（八潮市税条例第七四条の二）、申告

しなかった者に対しては減税特例を適用しないとの措置がとられた。しかしながら、固定資産税につ

いては、元来、申告納税方式はとられておらず、賦課課税方式がとられているのであるから、減税特

例に関し右のような運用を図ることは租税法規に違反するものであり、このことはその運用に当る市

長としては容易に気付くはずのものである。また、この点について疑問が生ずれば、自治省や埼玉県

に対してその見解を質し、予めこの点について誤りなきことを期することも容易なことである。次

に、それぞれの土地が減税特例の適用対象となるかどうかは固定資産台帳上の土地と家屋に関する記

載を照合するだけでも相当程度は把握できるはずであり、これでは足りない場合は、現地を一見する

だけで十分である。しかしながら、被告においては、右のような記載の照合及び現地調査がされた形

跡はない。したがって、被告の市長が原告らに対してした固定資産税の賦課決定は少なくとも別紙記

載の「納付税額」と「特例適用額」との差額に相当する「過払税額」に関する部分については重大か

つ明白な瑕疵があるから無効である。そうすると、原告らは、納税義務がないのに、右当該各「過払

税額」に相当する納税をし、同額の損害を被ったわけであるから、被告は原告らに対しそれぞれこれ

を返還すべきである。また、被告の市長が右固定資産税の賦課決定をするについては、同市長に前記

のような過失があり、そのために原告らが右当該各「過払税額」に相当する損害を被ったのであるか

ら、被告は原告らに対しこれを賠償すべきである。

　よって、原告らは、被告に対し、それぞれ別紙記載の当該各「過払税額」に相当する金員及びこれ

らに対する本件訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年五分の割合による遅延損害金の支

払を求める。

　二　請求原因に対する認否

　　１　請求原因１、２の事実はいずれも認める。ただし、別紙記載の各「過払税額」については何

分古いものであるため記録が保存されておらず、実額を確認できないので、昭和四八年度から同五一
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年度までの分は課税推定金額として、同五二、五三年度分は納付推定金額として、同五四年度から同

五七年度までの分は課税金額として、それぞれ認めるものである。

　　２　同３の主張のうち、被告の市長がした固定資産税の賦課決定に重大かつ明白な瑕疵があるこ

と、右固定資産税に賦課決定をしたことにつき市長に過失があることは争う。

　被告の市長が原告らに対してした固定資産税の賦課決定は、課税の金額を誤っただけであって、こ

の誤りは、例えば、課税の対象物件が原告らの所有ではないのに課税をしたというような、課税要件

の根幹にかかわる事由に関するものではない。また、市長が減税特例の適用をもらしてしまったこと

については、原告らが市税条例で義務付けられている申告をしなかったことに一因がある。そうだと

すれば、右賦課決定に存する瑕疵は重大かつ明白なものとはいえない。

　違法な租税の賦課処分に対しては、法律上、異議申立て又は審査請求、及びこれに続く取消訴訟の

提起等の救済手段が認められており、違法な租税の賦課処分はこれらの救済手段によって是正される

のが建前である。これらの救済手段には租税法律関係の早期確定を図るため時期的及び手続的制限が

設けられており、その制限のためにこれらの救済手段がとれなくなった後において、それと同一の目

的を国家賠償訴訟によって達成しようとすることは許されない。これを認めれば、租税法上認められ

ている右のような救済制度はその意義を半減してしまうばかりでなく、租税法律関係を早期に確定

し、税務行政の安定を図るという制度の趣旨が没却されてしまう結果となるからである。これと対比

するとき、原告らは、法律上認められている救済手続の利用を怠ったのであるから、それによる不利

益は当然に甘受すべきである。

　被告の市長が減税特例の適用をもらしたのは、原告らが市税条例で義務付けられている所定事項の

申告をしなかったからにほかならない。ほかに市長には原告らに対し固定資産税の賦課決定をするに

ついて違法又は不当の目的はなく、付与された権限をその趣旨に背いて行使したこともない。した

がって、市長が右固定資産税の賦課決定をしたことには違法性はないものというべきである。

　市税条例に基づく申告については、被告は、固定資産税の課税対象物件の所有者に対し申告書を交

付して申告を促し、市の広報誌にもこれについての記事を掲載して、市民に対し申告の趣旨・目的を

知らせている。また、物件の現地調査も十分に行っており、ぼう大な数の物件について短期間に固定

資産税の賦課決定を迫られる状況下において、申告がなかった者に対する減税特例の適用もれがあっ

たからといって、被告の市長に過失があったということはできない。

　三　抗弁

　　１　仮に、原告らが被告に対しその主張の不当利得返還請求権を有するとしても、地方税法第一

八条の三の規定により、その債権は固定資産税の納付の日から五年を経過した時点で時効により消滅

する。したがって、右債権は昭和六三年二月二八日の時点では全部時効消滅しているので、被告はこ

れを援用する。

　　２　仮に、原告らが被告に対しその主張の損害賠償請求権を有するとしても、その債権は、地方

公共団体に対する金銭の交付を目的とする権利であるから、地方自治法第二三六条により固定資産税

の納付の日から五年を経過した時点で時効により消滅する。したがって、右債権は昭和六三年二月二

八日の時点では全部時効消滅しているので、被告はこれを援用する。

　四　抗弁に対する認否

　　１　抗弁１の主張は争う。

　地方税法第一八条の三は、租税法律関係が有効に成立していることを前提として、これから生ずる

徴収権、還付請求権等についてその消滅時効期間について規定したものである。原告ら主張の債権は

被告の市長がした固定資産税の賦課決定が無効であること、すなわち有効な租税法律関係が成立して

いないことを前提として、納付した税額に相当する利得の返還を求めるものであるから、右法条の規

定の対象とはならない。

　　２　同２の主張は争う。

　国家賠償法に基づく損害賠償請求権の消滅時効については民法第七二四条が適用される（国家賠償
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法第四条）。地方自治法第二三六条はこのような債権まで予定した規定ではなく、民法七二四条の特

則ではない。

　民法第七二四条は不法行為による損害賠償請求権について「損害及ビ加害者ヲ知リタル時ヨリ三年

間」権利を行使しないときは時効により消滅する旨規定しているが、原告らが、減税特例が適用され

なかったため固定資産税を過大に納付してきたことを知ったのは昭和六三年二月一四日の新聞報道に

よってである。

第三　証拠〈省略〉

　　　理　　由

　一　請求原因１、２の事実（ただし、別紙記載の各「過払税額」については、昭和四八年度から同

五一年度までの分は課税推定金額として、同五二、五三年度分は納付推定金額として、同五四年度か

ら同五七年度までの分は課税金額として）はいずれも当事者間に争いがない。

　二　いずれも原本の存在・成立に争いのない〈書証番号略〉、証人近藤泰二の証言並びに弁論の全

趣旨によれば、次の事実が認められる。

　　１　地方税法は減税特例制度の新設（昭和四八年法律第二三号）及び改正（昭和四九年法律第一

九号）に伴い、これに合せて、同法第三八四条を改正して、「市町村長は、住宅用地の所有者に、当

該市町村の条例の定めるところによって、当該年度に係る賦課期日現在における当該住宅用地につい

て、その所在及び面積、その上に存する家屋の床面積及び用途、その上に存する住居の数その他固定

資産税の賦課徴収に関し必要な事項を申告させることができる。」（第一項本文）とした。これを受

けて被告は、「八潮市税条例」を改正して、その第七四条の二の規定により、住宅用地の所有者に対

し申告を義務付けるとともに、申告の手続と申告事項について細部の定めをした。

　　２　そして、右条例の規定に基づき、被告市役所の事務当局では、申告書の用紙と説明書を用意

し、昭和四八年九月一四日、住宅用地の所有者に対して郵送し、申告を促した。その発送件数は七一

七五件に達したが、これによって実際に申告がされたのはおおよそ四〇〇〇件ほどであり、事務当局

では、申告があったものについて、申告書の記載内容等を調査し、要件を具備している物件について

は減税特例を適用して課税標準及び税額が確定した。しかし、申告がなかったものについては、改め

て申告を促すとか、現地調査をするとかの措置をとることはなく、そのため要件を具備している物件

であっても減税特例が適用されないものが生ずる結果となった。

　　３　昭和四九年法律第一九号により減税特例の改正があった際にも、被告市役所の事務当局は、

申告書を用意して、昭和四九年一〇月ころ市内のすべての家屋の所有者に対してこれを郵送し、申告

を促した。そして、事務当局では、このときも、先の場合と同様、申告があったものについては減税

特例を適用したが、申告がなかったものについてはそれ以上の措置はとられず、そのため要件を備え

ている物件であっても減税特例が適用されないものが生ずる結果となった。ただし、事務当局では、

右のように、申告がなかったものについて個々には特別の措置はとらなかったが、昭和四九年一〇月

以降、広報誌「やしお」に何回かにわたって申告を促し、若しくは市民の注意を喚起するための記事

を掲載し、趣旨の普及に努めた。

　　４　こうして、一〇年以上を経過した昭和六一年一〇月二八日、二九日の両日、埼玉県による被

告に対する行財政診断が実施され、その事務調査の過程で、減税特例を適用するのに必要な要件を具

備しているのに、適用していない物件があることが発見され、被告は、埼玉県から「個別診断」報告

書の中で、実情調査のうえ、適切な処理を行う必要があることを指摘された。そこで、課税対象物件

について全面的に実情調査をした結果、右のように減税特例を適用するのに必要な要件を具備してい

るのに、適用していない物件が多数あることが判明し、被告は、これに基づいて、昭和五八年以降の
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分については、減税特例を適用すれば過納となる税額に相当する金員をそれぞれの納税者に支払った

が、それ以前の分については、地方税法第一七条の五（更正、決定等の期間制限）、第一八条の三

（還付金の消滅時効）の各規定との関係で支払の法的根拠を見出しがたく、支払をしなかった。

　以上の事実が認められ、これに反する証拠はない。

　ところで、被告の市長が原告らに対してした固定資産税の賦課決定は、減税特例を適用するのに必

要な要件を具備しているのに、これを適用しなかったという点で、地方税法第三四九条の三の二第一

項又は第二項に違反し瑕疵のあるものではあるが、その瑕疵は、課税手続上、特別措置の適用を看過

したというものであって、課税要件の根幹にかかわる事由に関するものではないから、重大なものと

はいえず、右固定資産税の賦課決定を当然に無効と解することはできない。しかしながら、固定資産

税の賦課決定は、市町村長の納税義務者に対する納税通知書の交付によってされるのであって（地方

税法第三六四条）、納税義務者からの申告によるものではないのであり、同法第三八四条第一項本文

が、市町村長は、住宅用地の所有者に対して、当該市長村の条例の定めるところに従い、土地の所在

及び面積等、固定資産税の賦課に関し必要な事項を申告させることができるとしたのは、納税義務者

に対して右申告義務を課することにより課税当局において減税特例の要件に該当する事実の把握を容

易にしようとしただけのものであって、右申告がないからといって、減税特例を適用しないとするこ

とが許されるものではないことは課税の当局者にとっては見易い道理である。それにもかかわらず、

被告の市長が右申告をしなかった原告らを含む納税義務者に対して、ほかに調査のための何らの手段

を講ずることもなく、減税特例を適用しないで固定資産税の賦課決定をしたのは甚だ軽率というほか

なく、市長が右固定資産税の賦課決定をしたことには過失があり、これが租税法規に違反してされた

点で違法性を有するものであることは多言を要しない。

　被告は、違法な租税の賦課処分は、専ら行政不服審査上の異議申立て又は審査請求、及びこれに続

く取消訴訟の提起等によって是正されるべきであると主張するが、これは専ら租税の賦課処分の効力

を争うものであるのに対して、租税の賦課処分が違法であることを理由とする国家賠償請求は租税の

賦課処分の効力を問うのとは別に、違法な租税の賦課処分によって被った損害の回復を図ろうとする

ものであって、両者はその制度の趣旨・目的を異にし、租税の賦課処分に関することだからといっ

て、その要件を具備する限り国家賠償請求が許されないと解すべき理由はない。特に、本件において

は、原告らは、昭和六三年二月一四日の新聞報道によってはじめて被告の市長が原告らに対してした

固定資産税の賦課決定が違法であることを知ったものであることは弁論の全趣旨に照らして明らかで

あり、この時点においては、申立期間の経過等のため右前者の手段に訴える途は閉ざされていたわけ

であるから、なおさらのことである。

　したがって、原告らは、被告の市長がした固定資産税の賦課決定により法定の納税義務の限度を超

えた納税をし、その超過部分に相当する損害を被ったわけであるから、被告は原告らに対しこれを賠

償すべきである（なお、右損害が発生したことについては、前述したとおり、原告らにも所定の申告

をしなかった点で一半の責任があることは否定できないが、固定資産税については賦課課税方式がと

られていることや右申告が課税当局の便宜のために設けられた手続であることなど、諸般の事情に照

らすと、原告らの右申告義務の懈怠を損害額を算定するうえで斟酌するのは相当でない。）。

　三　被告は、原告らの右損害賠償請求権は地方自治法第二三六条により時効消滅したと主張する

が、国家賠償法第四条には、国又は公共団体の損害賠償の責任については、民法の規定による旨の定

めがあり、右損害賠償請求権については地方自治法第二三六条の規定は適用されないから、被告の主

張は失当である。

　したがって、被告は原告らに対し、それぞれ別紙記載の当該各「過払税額」に相当する金員及びこ

れらに対する本訴状送達の日の翌日であることが記録上明らかな原告小幡年長、熊谷貞夫については

昭和六三年五月三一日、同笠原靖弘については同年一〇月四日、そのほかの原告については同年三月

一七日から支払済みまで民法所定の年五分の割合による遅延損害金を支払うべきである。

　四　よって、原告らの請求はその余の点について判断するまでもなく理由があるから、これを認容
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し、訴訟費用の負担につき民事訴訟法第八九条を、仮執行の宣言につき同法第一九六条を各適用し

て、主文のとおり判決する。

　（裁判長裁判官　大塚一郎　裁判官　小林敬子　裁判官　佐久間健吉）

　別紙〈抄〉

　原告　鈴木恵

　八潮市小作田一六－二　宅地二八三平方メートル

　（　〃　一六－三　〃　三平方メートル

　　　　　　　納付税額　　特例適用額　　　　過払税額

　昭和　　　　　　　円　　　　　　円　　　　　　　円

　４８年度

　４９〃　　９，５６０　　５，７４０　　　３，８２０

　５０〃　１９，１２０　　７，０１０　　１２，１１０

　５１〃　２４，８６０　　８，４７０　　１６，３９０

　５２〃　３１，８００　　９，９８０　　２１，８２０

　５３〃　３７，３３０　１１，１００　　２６，２３０

　５４〃　４１，０７０　１２，２００　　２８，８７０

　５５〃　４１，４９０　１２，３３０　　２９，１６０

　５６〃　　　　〃　　　　　　〃　　　　　　　〃

　５７〃　５３，９４０　１６，０４０　　３７，９００

　計　　３００，６６０　９５，２００　２０５，４６０
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